
○ 高齢又は障害により自立が困難な矯正施設退所者に対し、退所後直ちに福祉サービス等につなげ、地
域生活に定着をはかるため、各都道府県の「地域生活定着支援センター」と保護観察所が協働して進め
る地域生活定着促進事業を推進する。 

○ 地域生活定着支援センターで、①入所中から帰住地調整を行うコーディネート業務、矯正施設退所後
に行う②社会福祉施設入所後の定着のためのフォローアップ業務及び、③退所後の福祉サービス等につ
いての相談支援業務を一体的に行うことにより、社会復帰と再犯防止に寄与する。 
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 地域生活定着促進事業 

（参考）○受入先がない高齢者又は障害を抱え自立が困難な者は約１，０００人/年（平成１８年法務省特別調査） 
      ○65歳以上の満期釈放者の5年以内刑務所再入所率は約70%、65歳以上の高齢再犯者のうち約4分の3が2年以内に再犯に及んでいる 
       (平成19年版犯罪白書) 
     ○知的障害者又は知的障害が疑われる者のうち犯罪の動機が「困窮・生活苦」であった者は３６.８％（平成１８年法務省特別調査） 
 

※セーフティネット支援対策等 

  事業費補助金のメニュー事業として実施 

②と③の機能を強化・拡充 



※　主な支援対象（特別調整対象者）
矯正施設に入所中であり、以下のすべての要件を満たす人

１　高齢（おおむね６５歳以上）であり、又は障害を有すると認められること
２　矯正施設退所後の適当な住居がないこと
３　矯正施設退所後に福祉サービス等を受けることが必要と認められること
４　円滑な社会復帰のために、特別な手続による保護観察所の生活環境
　調整の対象とすることが相当と認められること
５　上記調整の対象となることを希望していること
６　上記調整の実施のために必要な範囲内で、個人情報を公共の保健
　福祉に関する機関等に提供することに同意していること

地域生活定着支援センターの事業の概要
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・通信の実施
福祉サービス等

調整計画の作成

・受入れ先施設等の確保

のための調整

・福祉サービス等の申請

支援等

・矯正施設退所後の受入れ先施設等の確保

（帰住予定地の決定）
・矯正施設退所後直ちに福祉サービス等を利用でき

るようにするための体制整備

矯正施設に入所中の人に対する支援

本人が他の都道府県への帰住を希

望している場合は、他のセンターに
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を作成

・作成した計画は、保護観察
所に提出

コーディネート業務
（保護観察所の生活環境調整への協力）
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受入れ先施設等に対する本人の処遇、福祉サービス等の利用に

関する助言
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（あっせんした施設等へのアフターケア）
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・本人又は関係機関等に対する助言

・福祉サービス等の利用支援等

相談支援業務
（矯正施設を退所した人に係る福祉的な助言等）

本人の意思等の確

認

関係機関等との連携

○ケース会議、合同支援会議等の開催

個々の利用者に対する支援を円滑かつ効果的に実施

するため、必要に応じて、関係機関等の参加を求め、個

別の利用者の支援のための会議を開催する。

○連絡協議会への参加

業務を行うために必要な情報を交換し、関係機関等と

の連携の強化を図るため、保護観察所が開催する連絡

協議会に参加する。

○その他日常的な連携

上記のほか、業務の円滑かつ効果的な遂行のため、平

素から、関係機関等との連携を密に保ち、社会資源の開

拓等に努める。


